
 

工業所有権に関する手続等の特例に関する法律（平成二年六月十三日法律第三十号）（抄） 

 

 

（登録情報処理機関）  

第九条 特許庁長官は、その登録を受けた者（以下「登録情報処理機関」という。）に、第六条第三項若しくは前

条第一項の規定によるファイルへの記録、第七条第一項の規定による磁気ディスクへの記録又はこれらの記録

に必要な情報の入力（入力のための準備作業を含む。）、編集若しくはこれらに類する処理（以下「情報処理業

務」という。）の全部又は一部を行わせることができる。 

 

（登録の基準）  

第十九条  特許庁長官は、第十七条の規定により登録の申請をした者（以下この条において「情報処理機関登録

申請者」という。）が次に掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなければならない。この場

合において、登録に関して必要な手続は、経済産業省令で定める。  

一  電子計算機及び情報処理業務に必要なプログラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得る

ことができるように組み合わされたものをいう。第三十七条第一項第二号において同じ。）を有すること。  

二  情報処理機関登録申請者が、特定の者に支配されているものとして次のいずれかに該当するものでない

こと。 

イ 情報処理機関登録申請者が他の株式会社の子会社（当該他の株式会社がその総株主（株主総会において

決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除き、会社法 （平成

十七年法律第八十六号）第八百七十九条第三項 の規定により議決権を有するものとみなされる株主を含

む。）の議決権の過半数を有する株式会社をいう。第三十七条第一項第三号イにおいて同じ。）であること。 

ロ 情報処理機関登録申請者の役員（持分会社（会社法第五百七十五条第一項 に規定する持分会社をいう。

第三十七条第一項第三号ロにおいて同じ。）にあっては、業務を執行する社員）に占める同一の者の役員

又は職員（過去二年間にその同一の者の役員又は職員であった者を含む。）の割合が二分の一を超えてい

ること。 

 

（財務諸表等の備置き及び閲覧等）  

第二十四条  登録情報処理機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表及び損

益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（これらのものが電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供

されるものをいう。以下この条において同じ。）で作成され、又はその作成に代えて電磁的記録の作成がされて

いる場合における当該電磁的記録を含む。次項及び第四十六条において「財務諸表等」という。）を作成し、五

年間事業所に備え置かなければならない。  

２  指定特定手続等を行った者その他の利害関係人は、登録情報処理機関の業務時間内は、いつでも、次に掲げ

る請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録情報処理機関の定めた費用を

支払わなければならない。  

一  財務諸表等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求  

二  前号の書面の謄本又は抄本の請求  

三  財務諸表等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を経済産業

省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求  

四  前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって経済産業省令で定めるものにより提供するこ

との請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 
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